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 はじめに 

 

 本市では、中長期的な展望に立ち、よりスリムで効率的な市政を実現し、人

口減少時代に対応できる安定的な行政組織の基礎を確立するため、平成１８年

３月に「池田市行財政システム改革プラン」（以下、「改革プラン」という。）を

策定し、平成２２年度を目標年度と定め、行財政改革を進めてきました。 

 

平成２２年度は、市職員の給料・手当の削減等による人件費削減や債権回収

センターによる滞納整理の強化、みんなでつくるまちの寄付等による歳入の確

保対策、なかよしこども園の調理業務の委託、府からの権限移譲に対する２市

２町での連携による共同処理の実施等に取り組みました。その結果、単年度の

実質収支では、平成２２年度も引き続き黒字となり、「改革プラン」の数値目標

である職員数１５８人削減や人件費総額７０億円以下をクリアしました。 

平成２３年度からは、新たな行財政改革プランを策定し、第 6 次池田市総合

計画と連動して、必要な財源を確保するため、今後とも継続して行財政改革を

断行してまいります。 

 
そして「小さくとも世界に誇れる池田」をめざし、全職員が心を一つにして、

よりスリムで効率的な市政運営を行ってまいります。今後とも皆様のご理解、

ご協力をお願いいたします。 

 

   平成２３年９月 

                      池田市長 倉 田   薫 
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「行財政システム改革プラン」 

平成 22年度 最終報告 

  

 本プランは、直面する財政危機を回避するだけでなく、中長期的な展望に立ち、よりスリム

で効率的な市政を実現し、人口減少時代に対応できる安定的な行政組織の基礎を確立すること

を目的としている。 

 

1．プランの概要 

(1) 策  定    平成 18 年 3月   

(2)  計画年度    平成 18 年度～平成 22 年度 

  (3) 改革のポイント ①財政の健全化 ②行政のスリム化  

③市民（顧客）サービスの充実 ④開かれた行政 

(4) 数値目標    ①安定的な財政構造の確立（臨時財源補てんをせず形式収支黒字化） 

                    ②経常収支比率 90％台 ③職員数 158 人削減（対 18年度比 18％削減） 

※平成 22 年 4 月 1 日現在、企業会計（病院・上下水道）を除く全

職員。ただし、上下水道部門の統合による 20 人の減及び平成 18

年度の計画と実績の差 8人を除く。 

            ④人件費総額（退職手当除く） 平成 22 年度   70 億円以下 

 

2．各会計別職員数（各年4月1日） 

（単位：人）  

区    分 
17年度
(参考) 

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 対18.4.1

計画  788 783 738 683 666 △122
① 一般会計 

実績 802 783 760 729 684 664 △119

計画  60 59 58 32 32 △28
② 特別会計 

実績 60 60 60 56 32 32 △28

計画  40 18 17 4 4 △36
③ 派遣 

実績 53 37 16 7 4 4 △33

計画  888 860 813 719 702 △186
小   計 

実績 915 880 836 792 720 700 △180

計画  402 399 398 431 431 29
④ 病院事業会計 

実績 389 384 421 423 407 402 18

計画  71 70 70 85 85 14
⑤ 水道事業会計 

実績 74 71 69 66 84 83 12

計画  1,361 1,329 1,281 1,235 1,218 △143
合     計 

実績 1,378 1,335 1,326 1,281 1,211 1,185 △150

計画  828 801 755 687 670 △158<参考> 

普通会計(①+③) 実績 855 820 776 736 688 668 △152

※平成21年度から上下水道部門が統合され、⑤は上下水道事業会計に変更。 

※平成21、22年度の計画は「改革プラン中間見直し」（平成21年3月）による見直し後の数値（特別会計か

ら上下水道部門への20人の移行、平成18年度の計画と実績との差8人を含む）。 
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3．その他の数値目標の推移 

（単位 ①・③：百万円、②：％）  

区    分 
17年度
(参考) 

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

計画 0 △231 △1,277 △434 80
① 形式収支 

実績 327 338 420 813 850 1,469

             （ ※１） 
② 経常収支比率  実績 103.0 101.3 101.7 97.9 98.5

（※）２

93.1

③ 人件費総額 

（退職手当を除く） 
実績 7,716 7,572 7,410 6,984 6,490 6,260

※１ 経常収支比率とは、財政構造の弾力性を表す指標で、この比率が高いほど投資的経費等の臨時的経

費に使用できる一般財源が少なく、財政構造が弾力性を失っていることを示す。地方税、普通交付税

のように使途が特定されず毎年度経常的に収入される財源（経常一般財源）が、人件費、扶助費、公

債費のように毎年度経常的に支出される経費にどれくらい充当されているかを見ることで、財政の健

全性を判断できる。 

※２ 平成 22年度経常収支比率は速報値 

 

＜参考＞ 健全化判断比率                         （単位：％） 

 
実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

平成 22 年度 － － 6.9  93.3 

早期健全化基準 12.51 17.51 25.0 350.0 

財政再生基準 20.00 35.00 35.0 
 

※１ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、実質赤字額、連結実質赤字額が算定されないため

「－」を表示 

※２ 比率は速報値 
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4．平成 22 年度の主な取組内容 

  平成 22 年度の主な取組は、以下のとおりである。 

さらに平成 22 年度においては、今後の行財政改革への取組指針となる第 6次池田市総合計

画（平成 23 年度～平成 34 年度）を策定。基本計画の第 6章に「行財政改革の推進で希望の持

てるまち」を規定し、今後も確固たる財政基盤の確立をめざすこととしている。 

①財政の健全化 

課   題 取組内容 【効果額（単位：百万円）】 

人件費改革 

 

 

 

○給料体系等の見直し 

・住居手当の持ち家に係る部分を廃止【17】 

○給料等の削減 

・本給課長職以上 3.5％、課長代理以下 2.5％削減（H21～22）【185】 

・市長 15％、その他特別職 7.5％本給及び議員報酬の 3.5％削減（H21

～22）【15】 

・一般職の 12 月期の期末・勤勉手当を 0.2 月削減【103】 

・特別職及び議員の 12月期の期末手当を 0.2 月削減【7】 

・議員定数の削減の決定（H23.5～） 

事務事業改革 ○事務事業の見直し 

・市民健康まつりの見直し【2】 

・長寿祝品の見直し【3】 

・政務調査費の見直し【3】 

・議会運営委員会の行政視察の見直し 

○広域行政の推進 

・府からの権限移譲に対応し、池田市、箕面市、豊能町、能勢町の 2

市 2町で連携し、共同処理を開始 

・府からの教職員人事権に関する権限移譲に対応し、池田市、豊中市、

箕面市、豊能町、能勢町の３市２町で広域連携の方針を決定 

歳入の確保 ○市税等徴収率の向上 

・債権回収センターによる滞納徴収を実施（継続）【82】 

・市債権納付コールセンターを開設し、現年滞納督促を実施【24】 

○受益者負担の適正化 

・予防歯科室事業の見直し【1】 

・各種がん検診の見直し【24】 

○市有財産の活用と未利用土地等の売却 

・法定外公共物（里道・水路等）の払下げ申請に基づく売却【16】 

○新たな歳入確保の取組 

・市民課番号案内表示機にモニター広告の導入を決定（H23.4～） 

・みんなでつくるまちの寄付（継続）【116】 

・職員の給料明細書に広告を掲載（継続） 

公共施設改革 ○管理運営方法の見直し 

・青少年野外活動センターの休止 

・市営花園住宅を廃止し、アルビス緑丘の借上げ供用開始 

・働く婦人の家の廃止を決定 

 

②行政のスリム化 

課   題 取組内容 【効果額（単位：百万円）】 

人事管理改革 ○定員適正化計画の推進 

・１歳児保育士配置基準の見直し【11】 
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○人事評価システムの充実 

・実地研修を全職種に拡大 

・管理職以上に目標管理制度を導入 

○職員公募制度の活用 

・課長候補者試験の対象者を拡大 

・職員採用試験の面接員を主査・副主幹を対象に公募 

・総務省へ派遣する職員１名を公募 

○職員の人材育成 

・新規採用職員の育成のために研修を充実 

・フィードバック面談の充実のため面談力向上研修を実施（継続） 

・新任主査を対象に政策策定研修を実施 

○自治体間の人事交流 

・泉大津市から都市建設部まちづくり課へ技術職 1名を受入れ 

・大阪府職員と税務課職員の人事交流を開始 

○池田市懲戒処分等基準の指針の運用 

・職員分限処分指針の策定及び公表 

組織機構改革 ○組織の大括り化（簡素化）の推進 

・教育委員会組織を改編（室の廃止、課の統合） 

民間活力の有効活

用 

○アウトソーシングの推進 

・なかよしこども園の調理業務を委託【10】 

・総合窓口課及び市民課業務の一部について業務委託化を決定（H23.7

～） 

・市営住宅管理事業を公共施設管理公社へ委託 

○官民協働事業の推進 

・公民連携に係る研究事業を実施するため、地方自治体公民連携研究会

と協定書を締結 

 

③市民（顧客）サービスの充実 

課   題 取組内容 【効果額（単位：百万円）】  

電子自治体の構築 ○電子申請システムの拡充 

・「みんなでつくるまちの寄付申込」を受付（継続） 

 

④開かれた行政 

課   題 取組内容 【効果額（単位：百万円）】  

市民と行政の情報

の共有 

○情報提供の充実 

・地域安全情報（防犯・防災）を地域へ提供 

・まちづくり出前講座の実施（継続） 

・都市計画やまちづくりを楽しんで学ぶ講座「まちづくり学校」を開催

市民と行政の協働

の推進 

○市政への市民参画 

・地域分権制度における地域コミュニティ推進協議会の予算提案額を 

 増加 

・地域コミュニティリーダー養成講座を開催 

○市民と行政の協働 

・商店街の空き店舗活用に大学生が企画から運営まで参画した「関関

COLORS」オープン 
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22 年度決算 一般会計グラフ 

地方消費税交付金 967,202千円 2.6％ゴルフ場利用税交付金 77,440千円 0.2％

自動車取得税交付金 86,732千円 0.2％

地方特例交付金 180,463千円 0.5％

地方交付税 2,938,643千円 7.8％

交通安全対策特別交付金 17,100千円 0.1％

分担金及び負担金 427,201千円 1.1％

使用料及び手数料 832,502千円 2.2％

地方譲与税 237,952千円 0.6％

利子割交付金 96,311千円 0.3％

府支出金 2,118,060千円 5.7％

財産収入 22,103千円 0.1％

寄附金 118,989千円 0.3％

繰入金 69,572千円 0.2％

市　債 4,121,900千円 11.0％

繰越金 350,332千円 0.9％

配当割交付金 45,729千円 0.1％

株式等譲渡所得割交付金 15,473千円 0.0％

市　税
16,025,642千円
42.8％

諸収入
4,161,374千円
11.1％

歳入総額

37,482,071千円

100％

国庫支出金
4,571,351千円
12.2％

そ　の　他
10,265,011千円
28.5％

物　件　費
5,110,290千円
14.2％

投 資 的 経 費
1,958,371千円
5.4％

公　債　費
5,614,188千円
15.6％

扶　助　費
6,059,676千円
16.8％

人　件　費
7,005,667千円
19.5％

歳出総額
(性 質 別)

36,013,203千円
100%

義

務

的

費

経
歳出総額
(款　別)

36,013,203千円
100%

議 会 費 385,189千円 1.1％

総 務 費
 4,232,940千円
 11.8％

民 生 費
 11,445,078千円
 31.8％

衛 生 費
 3,146,950千円
 8.7％

労 働 費 16,058千円 0.0％

商 工 費 527,941千円 1.5％

土 木 費
 5,946,708千円
 16.5％

消 防 費 987,156千円 2.7％

教 育 費
 3,629,174千円
 10.1％

公 債 費
5,614,188千円
 15.6％

諸支出金 27,240千円 0.1％

農林水産業費 54,581千円 0.1％
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一般会計性質別決算推移グラフ
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